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要 旨 ： 本研究 委 員会は ， ア ル カ リ骨材反応 （ASR ＞の 材料的側面に 関 して，1980年代 の 委員会以降の 最新情

報を加味して 検討 を加 えた。骨材 の ASR 試験法と ASR 診断法 に つ い て 再考 し，今後 の あ るべ き姿を提案す

ると同時に，理論的検討 の 妥当性を検証す る 場とな る既存構造物の ASR 劣化の 現状に つ い て ， 岩石 ・鉱物学

的な新 しい 視点 も加 えた 考察を行 っ た。岩石 学的手法を骨材評価 と劣化診断に 適用す る た め の 手 引き も提供

した。さらに ASR に 関 わ る コ ン ク リートの 種 々 の 問題 にっ い て ま と め た 。

キーワード ：アル カ リ骨材反応，岩石学，骨材，反応性評価，抑制対策，診断，劣化 の 現状

1．委員会活動羅薹

　 アル カ リ骨材反応 （ASR） に よ るコ ン ク リー
ト構造物

の 劣化事例 は 全 国 に 広 が り，鉄筋破断に よ る劣化事例な

どの 報告があ る
一

方 ， 劣化程度が低 く経過観察が妥当な

劣化事例が大多数と され る。ASR に よ り劣化 した槽造物

の 構造安全性 と対策に関 して は，土木学会ア ル カ リ骨材

反応対策小委員会 で検討されたもの の，ASR を材料面か

ら検討 した例 は 、1980年 代 の JCIの 2 つ の 検討以降，見

あた らない。最近で は，2005年 の JCIセ メ ン ト系材料 ・

骨材研究委員会 に お い て ，岩石 学的評価 の 重要 性 と骨材

の 各種 鰌 R 試験方法 で 判定結果 が異なる 問題点が 指摘 さ

れて い る。昨今 の 多様な ASR問題 へ の 対応 に は、材料科

学 的 な 観 点 か らの 検 討 が 不 可 欠 と考 え られ る。した が っ

て ， こ の 十数年間の ASR研究の 進展を踏まえ，骨材 の 岩

石 ・鉱物学的評価法，ASR 抑制対策，および ASR 診断法

の 再検討 の 必 要性 は きわ めて 高 い と思われ る 。

　本研究委員会で は ， ASR に 関す る最新 の 研究成果を取

りま と め，骨材の ASR 試験法 と ASR 診断法に つ い て 再

考 し，今後 の あるべ き姿を堤案す る と同 時に，理論的検

討の 妥当性を検証する場となる既存構造物の ASR 劣化

の 現状 につ い て ，岩 石 ・鉱物学的な新 しい 視点も加 え て

検討す る こ とを趣旨 と した。

　本 研 究委 員 会 で は，上 記 の 趣 旨 の も とに 3 つ の WG を

構成 し，活 動 を実施 した 。 構成員
一覧を表一1 に 示 す 。

WGI（反応性骨材お よ び試験方法に 関連した ASR課題検肘

WG） で は，既 存 の 構 造物 で の 診 断 や 新 設 構 造 物 で の 抑制
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表一2ASR 抑制対築 ・診断に 関 して 新 しく考える ： とが望ま しい 蓼項

考慮 対射 作 用機 構 特徴 現行手法の 課題 検出方 法 抑 制対 策，効果

ペ シ マ ム 混合率 に

よ る膨張性 状

反 応性骨材（鉱物）と非反 応性骨

材の 比 率 が一
定値 で 膨張極大

化 ，
ア ル カ リ量 3kg！m3 以 下 で も

発 生

通常の モ ル タル バ

ー
法で 検出不能

反応性 俳 反 応性 骨

材 比 率 を 変 え た モ

ル タ ル バ ー法 ，
ASTM 　Cl260

混 合セ メ ン ト，混 和材

の 使用，よ り厳 しい ア

ル カ リ量規 制必 要 ？

遅延 膨 張型 骨材 数 10年以上 を かけ て ゆ っ くり

と膨張 し長期 継続，低ア ル カ リ

量 で も発 生 ？

化学法 モ ル タル

バ ー
法で 検出不 能

岩 石 学的特長 を 把

握→ASTM 　C 蓬260
混合 セ メ ン ト， 混 和材

の 使 用

骨 材 か ら の ア ル カ

リ溶出

骨材 か ら 1〜数 kg〆m ⊃
の ア ル カ

リ供 給 の 可能性

考慮外 RILEMAAR ・8 混 合セ メ ン ト，混和材

の 使用

環 境 か ら の ア ル カ

リ供 給

融氷 剤，海塩 に よ リコ ン ク リ
ー

ト中ア ル カ リ量増加

考慮外 未確 立 混 合セ メ ン ト， 混和材

の 使 用

ア ル カ リ炭 酸 塩岩

反 応

特定 の 地 域 に 特 徴 的 な 泥 質 ド

ロ ス ト
ー

ン 中の 隠微晶質石 英

に よ る膨張

炭 酸塩岩 の 定義 が

曖昧，化学法は炭

酸塩 岩 に適用 不 能

岩 石 学 的 評 価 →

ASTMCI260 ，
RILEMAAR −5

国 内 で は 考 慮 不 要 →

未 利 用 の ドロ ス トー

ン の 利用拡大 可 能

石 灰 石 と反 応性 骨

材 と の 相互 作用

非反 応性骨材 と して 粗骨材 に

多用され る が，細 骨材 に よ る

ASR 膨張の 可能性

ペ シ マ ム の 影 響が

あ り，検出 困難

ASTM 　C1260（細 骨

材 ），促進 コ ン ク リ
ー

トバ ー試 験

非 反 応性 細骨 材の 使

用，混合 セ メ ン ト，混

和材 の 使 用

反 応性 鉱 物 種 類 の

同定

ASR 膨 張 の 原 因 特 定 と膨 張挙

動の 推定 に重要

方 法論 が未確 立 ASTM 　C295，
RILEM 　AAR −1

抑 制 対 策 立 案に 必 須

の 基礎情報

ひ び 割 れ の 原 因 と

して の ASR の 特 定

ASR ゲル の 存 在≠ASR 膨張，
ASR ゲル が 骨材の 亀裂を 誘発

して い る組織 概 察 が必 要

方法論 が 未確立 偏 光 顕微鏡観 察 ，
EPMA に よ る 面分

析

抑制 対 策 立 案 に 必 須

の 基礎情報

注 ：作 用機 構 の観 点か ら考え得る事象を 列 挙。実環 境に お け る，実構造物 へ の 影響度合 い に つ い て は，現 実の 調 査を とお した 包括

的 な レ ヴ ュ
ーが 必 要 で あ り，す ぐに 対策 を講 じなければな ら ない と は限 ら な い 点 に は 注 意が 必 要。

対策 へ の 岩 石 ・鉱物学的評価手法 の 適用に つ い て ，そ の

有用性 と活用方法の 検討を行 っ た。さらに，現行の 骨材

の 試験 法 を再 検 証 し，そ の 問 題 点 と今後の 対 策 に 関 す る

検討も行 っ た。WG2 ｛ASR 劣化構造物 の 調査 ・
診断 WG）で

は，最新の 情報を整理 し，ASR 劣化実態の 把 握お よ び そ

れ らの 維 持管理 の 取組み に つ い て 検証 し，今後の 合理 的

か つ 経済的な維 持 ・管理 計 画 の 策定に 役立つ 基礎資料 の

作成に 取 り組 ん だ。WG3 （コ ン ク リートに 関連 した ASR

課題の 検討 WG）で は，現在問題 となっ て い る ASR に 関連

した諸問題 につ い て の 既往 の 研究の レ ヴ ュ
ー

を行 っ た。

2．反応性骨材 の 岩石 ・鉱物学的評価方法 （WG1−1）

2．1 岩石
・
鉱物学的評価方法の 量要性

　本研究委員会の 特徴 の
一

つ は，こ の 20 年間の ASR に

関 す る国内で の 研 究 に お い て 取 り上 げられ る こ と が 少 な

か っ た岩石 ・鉱 物学的評価方法の 重要性を指摘 し，方法

論を提示 して い る こ とで あ る。ASR に よ る劣 化 が深 刻 で

あ り，作用機構 に 立脚 した対策が整備されてきつ つ ある

北米，欧州，オー
ス トラ リアなどで は必 ず骨材の 岩石 ・

鉱物学的評価が根底に ある。図
一1uに RILEM で検討 され

て い る骨材 の 評価 フ ロ ーを例として 示す。

もう
一

っ の 特徴 は ，ASR の 実 態調査 の 重 要 性 を 主 張 して

い る 点に あ る。上 記の 諸外国 で ASR 対策が進 ん だ背景

に は，ASR に よ る被害例が的確 に報 告 され ，か つ 岩石 ・

鉱物学的評価に 基づ く診断が なされ た こ とが，重要な 役

割を果た したと推定される．い ずれも理 想論 で は なく，

現実の 劣化 に対応するた め に必要なもの で あ っ た。日本

で ASR 劣化を引き起 こ した 主な岩種は安山岩 とチ ャ
ー

トで あ る と考 え られ るが ，諸外国で は堆積岩中の 隠微晶

質石 英に よ る遅延膨張型 の ASR が 問題 となっ た とい う

違い は あ る。日本の 多く の 骨材，っ ま り安山岩やチ ャ
ー

トに 対 して ， 化学法 とモ ル タ ル バ ー法 が 有効で あ るの は

事実 で あ るが，日本 に も少 なか らず存在する 隠微晶質石

英 を含む 堆 積岩系の 遅延 膨 張 型 骨材 の 反応性 の 検出に は

限界が あるの も事実 で ある。

　 日本 で岩石 ・鉱物学的評価が，コ ン ク リ
ー

ト工 学に な

ぜ 根付か なか っ た の だ ろ うか ？ 1980年代後半 ，東京大学

の 小林
一輔教授（現名誉教授）は，ASR 研 究に 同大地質学

教室 の 飯山敏道教授（現名誉教授）の 参加を呼 び か けた。

飯 山教授 は ， 岩石 ・鉱物学の 基礎知識を背景 に ， 鉱床の 成

因論 と水 溶液と岩 石 の 反応を 取 り扱 う Geochernisbyの

専門家 で あ り，ASR の 発 生 機構 の 解 明 に は 適 任で あ っ た 。

1993 年の 土木学会示方書改定委員会 の 内部資料 を見る

と，本 章で 記 述す る 多 くの こ と は整理 され て い る。

Y 巳s 　　　 AAR −1 ：岩石学的評価の 実施　　　No

C且ass 　I　　　　　　　　　　　　　CL 閃 5 【1（  Chss　m ） 圜
シ リカ 弼 〔Ins シ リカ ＆ 炭雌 1田C （皿 SC 炭醗塩 IIC （HIC〕

試験 不要 　 　 　 AAR ・2：

加遼モ ル タル バ ー試験

お よび　 たは　　　　AAR −5・加 

痢
藤

躍
爆AAR −4 ： 超加遼 コ ン ク

リートバ ー試験（60℃）
1？
2

図一1　骨材の ア ル カ リ反 応性煢定 フ ロ ー1）

AAR −3 コ ン ク リ
ー

トパ ー
試 験　　　　　　　　

（

隷

郵
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7 エ
ーズ】．予 鸞

調査 によるASR
の 可能性検出

7 エ ーズ2・技衛

的R価に よる

ASR の槙 出

SR診断

図
一2A 駅 診断 フ ロ ー1）

構造性能の 評 優

対策の 決定

図
一3　岩石

・鉱物学的詳牆検査（文献 3）を元 に修正 ・加筆）

　1980年代後半，早期に 実効性 ある ASR 対策を広 め る

た め，反応性骨材 の 判 定 法 と ASR 抑制対策 が 国交省 に

よ り定 め られ た。 こ の 対策は 比 較的短時間の 試験結果を

元に定められたもの で あり，現場経験を元 に有効性 の 確

認 が必要な もの で あ っ た η
。

義を考慮され た もの で は な く，

骨材 と して の 岩石 種 類 を記載 す る 規準は な い 。そ の 意義

が工 学的 に 認められない ，とい うこ とが，日本 で岩石 学

的 方 法論 が 確 立 して い な い 理 由 と推 定 で きる 。 化学法 と

モ ル タ ル バ ー
法 で ア ル カ リ反応性の 判定が で きるの なら

　ASR 抑制 対 策実施以 降の 構造物 で は
，
　ASR

に よ る劣化 は激減 して い るで あろ うが，
一

方

で，少 数 で は あ っ て も，従来の 抑制対策 で は

考慮 され て い ない 作用機構 に よ り，重要構造

物で 深刻な被害が発 生 して い るの も事実で あ

ろう。ならば，新 しい 作用機構を検出し合理

的な対策 を講 じる ために，岩 石 ・鉱物学的観

点か ら実構 造 物 の 劣化原 因 を 調 査す る こ とが

必要 で ある。岩石 ・鉱物学的評価な しに は，

構造物 の 劣化 の 本質的原 因 の 特定 は不 可能 で

ある し， 新設 に 用 い る骨材の ア ル カ リ反応性

の 合理的な判定法 へ の 改善も困難 である。ゆ

えに ，時間 は 要す るで あろ うが
， 岩石 ・鉱物

学的評価 が 国内に根付 き ， 有効に 活用され る

こ とを期待する。

3．2 現行抑鮒対簾 に 十分に は考慮 され て い な

い 作用機構の 再考

　 現 実 の 構 造物 にお い て 見 過 ご され が ちな 重

要な作用機構 として考 え得るもの を表一2 に

列 挙 した。

　 こ こ に 示 した事項 の 多くは ， 現行 の 抑制対

策が 議論され て い た 20 年前にお い て，すで

に指 摘 され て い た もの も多い e 土 木学 会 コ ン

ク リ
ート標準示方書 2007 年版 に おい て は，

こ の
一

部が 反映 され て い る。

　問題 とな るの は，これ らの 機構 に よ る 実 コ

ン ク リート構造物 の 被害状況 で ある。現行 の

抑制対策で は 十分に は考慮されて い ない こ れ

らの 機構が，どの 程度 の 割合 で どの 程度 の 劣

化を引き起 こ して い る の か，実態調査な しに

は不 明で あ るた め，工 学的 に意義があ る 対策

を立 て に くい 。こ の 観点 か らも，岩石
・
鉱物学

的観点か らの 劣化原因 の 調査 が必要で ある。

　表一1 に 示 した よ うな現象 につ い て 理解す

る た め に も，委員会報告書で は ASR の 作用

機構 に 関する最新 の レ ヴュ
ー

を行 っ た。

3．3 コ ン ク リート用骨材の分類

　現在，コ ン ク リート用 骨材 の 命名 は，骨材

種類 に よ り対応する法規 に従 っ て 行わ れ て い

る。石灰石 骨材 は鉱業法，川砂利（砂）などは

砂利採取法，砕石 は採石 法，な どで あ る。こ

れ らの 命 名 は コ ン ク リート用 骨材と し て の 意

　　　　　　　　　 日本 に は コ ン ク リ
ート用
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ぱ，わ ざわ ざ骨材 を岩石学的に評価する必要はない ，と

い う理 屈 に な る。 しか し， 残念なが ら学術的に は そ うで

は な い 。 さらに t 砕石 に 関 して は，骨材商品の 名称 が 学

術的に は 妥当で ない と考 え られ る もの も多数 ある。破砕

しない 天然 の 川砂利などは，複数種類 の 岩石 の 混合物で

あ り，岩種構成を理 解 し ない 限 り反 応性 を推定で き ない

し、骨材 の ア ル カ リ反応性試験の 還定もで き ない
。

　
一

方，海外の 多くの 地域で は，思想的に，コ ン ク リ
ー

トに使用する骨材 の 岩 石 種類を正 し く評価す る とい うこ

とは，当然 と考え られ て い る。 適切 な命名 は骨材 の 履歴

を明 らか にす る と い う観点で も有効で あ る 。

　 そ こ で，本研究委員会 で は，骨材の ア ル カ リ反応性を

考慮 し た岩 石 学的分類 と記載方法 に っ い て 提案 し た。ま

た，骨材 は採 取 場 所 の 特 性 か ら，そ の 品 質に一
定の 変動

を有するもの で あるこ とを認識する こ とも重要 で，こ の

点 に つ い て も解説 した 。これ らを 考慮 した 骨 材 の 記 載 シ

ートの 提 案も行 っ た。

　 この提案を行 うに 際 し，従 来情報を整 理 し，岩種 ご と

の 反応挙動や，反応を示 す可能性 が ある岩種 と特徴 の 整

理 も行 っ た。さらに，ASR 以 外の 機構で ， 骨材に 起因す

る劣化 も多くあ り，そ の 概要 の 整理 も行 っ た。

3．4ASR 診断 フ a −

　ASR が 疑 われる劣化構造物の 診断は，維持管理を目的

とす る場 合 が ほ とん どで あ り，ひ び 割れ 発 生 に よ る劣化

の 原因推定 ま で なされ る こ とは多くな い 。 維持管理 が 目

的で あ るの で，当然，対象構造物の 劣化 の 進行予測が 主

眼 とな る。この よ うな体制 は 当面 の 劣化 構造物 の 維 持管

理 に は 経済的で 合理的 とも見 える。しか し，劣 化 の 原 因

を調 べ な い た め，従 来 実施 され て き た ASR 抑制対策が

有効で あ っ たの か ど うか 不明確なままで ある。次章で も

述べ られるが 現在 の ASR 抑制対策 は暫定な の で あり，

そ の 効果は実構造物 の 変状を解析するこ と で初 め て 実証

され て い く し，問題 点 も明 らか に な る。

　本研究委員会で は，こ の ような考 えか ら，原 因調査が

適切 に なされ る こ とを期待 して，ASR 劣化 の 原 因調 査の

診断フ ロ
ーを提案した。RILEM 　AAR −6 を元 に ま とめ た

ASR に 関する診断 と評価 の フ ロ
ー

を図一2 に 示す 。 また ，

こ の フ ロ ー中の コ ア の 詳細分析 の 具体的内容 を図
一3 に

示 す 。 こ の 方 法 は，表
一1 で 示 した種 々 の 問題 を解決す

るた め の ル
ーテ ィ ン解析で もある。コ ン ク リ

ー
トの 研磨

薄片を作製 し，偏光顕微鏡で観察する とい う
一

定の 経験

と技術を要する作業をベ ース として い るの で，現時点 で

は一
般的とは 言えない が，こ の 手法が広 く実施 され ない

限 り，日本 に お け る ASR 被害の 真の 姿 は見 え て こ な い

で あろ う。本手法に よ る結果は，劣化構造物の 維持管理

計画 立案の 基縫デ
ー

タ とな る と共 に，現 行 抑 制 対 策 の 有

効性 を確 認，もし くは 見直す基礎データ と もな る。

3．5ASR 診断の 実際

　 現場 で ひ び割れ が観察され，構造物種類 と部位や環境

条件，および 「コ ン ク リ
ー

トの ひび割れ調査、補修 ・補

強指針 （日本 コ ン ク リートエ 学協会）」な どを 参考に，ひ

び割れ パ タ
ー

ン か ら ASR の 可能性が推定され る場合が

多い で あ ろ う。しか し，こ れ らの 情報 の み か ら，ひ び割

れ の 原因を ASR と判定す るの が い つ も簡単で あ る とは

限らない
4）。

　劣化原 因 が ASR で ある こ との 決定的証拠 は ， 骨材が

ASR ゲル に よ り破断 して い る組織 の 直接観察（偏光顕微

鏡，も し くは 電子 プ ロ
ーブ微小部分析（EPMA ）に よ る 面分

析）とそ の ひ び割れ の 構造物全体の劣化 へ の寄与の確認

で あ る。し ば し ば簡易的に SEM で ASR ゲル の 典型的

組織を確認す る こ とで 済まされ る が，ASR ゲル の 存在だ

けで は，ひ び 割れが ASR に よる もの は 言 えない。

　 抑 制 対 策 の 前 後 に 関 わ らず，原因推定 が 容易で は ない

ケース と して，以下の よ うなもの が ある。
・
ひ び割れ パ ター

ン か らASR と推定 され るが，観察 に

　 よ り ゲル が検出 され な い
。

・コ ア観察で は ゲル が認 め られ 、 薄片の 顕微鏡観察に よ

　 り，反応性の 可能性 が ある骨材は 確認 で き るが，ASR

　ゲル が見 っ か らない
。

・ASR ゲル は確認で き るが ，原 因 物質が ご く少 量 e

・
副次的反応（例 え ばエ トリン ガ イ ト生成）との 混同

・
複合劣化 の 場合〔例えば凍害 との 複合）

　 上記 の ような困難 な場合 は あ るが，岩石 ・鉱物学的評

価は原因特 定に有効 で あ る こ とに は 間違 い ない 。 抑制対

策以 前 の 構 造 物 調 査 に は，抑制 対 策の 有効性 と限 界を確

認す る 意義 が あ る。抑制対策以 降の 構造物調 査 に は ， 抑

制対策が不 十分で あっ た原因も し くは新 しい 劣化機構 を

探 り，よ り有効性 の 高い 対策 を提案する基礎となる。さ

らに実構造物 の 劣化 ・変状 の 原因特定が常に 明確 に分る

と言 うもの で は ない こ と を受け入 れ る の も ， 技術 の 進歩

に は 重 要 で あ ろ う。分 っ た と して も原因 は複 合 的 で，多

くの 因子が 相互 に絡み合 っ て い る場合 もあり，単純な対

策 と して
一

般化 し に くい 場合 も ある。

　学術的に は 図
一3 の フ ロ ーに 従 っ た 詳細な分析 が 望

ま しい が，予算的制約や診断の 目的が限定されるなどし

て
， 現実に は断片的な情報 の み で済ま され る こ とが 大多

数 で あ る し
4）

， 前述 の よ うに診断の 目的が維持管理 で あ

るた めに，残存膨張試験が主体とな りがちで ある。コ ン

サル テ ィ ン グ会社 に は守秘義務が あ り，実態 を公 開 して

も ら うこ とは 困難で あ るが，日本全 体 の 技術 レ ベ ル の 向

上 の た め、発注 者側が 情報を整理 し て 公 開 して 行くこ と

が重要で あ る と技術者倫理 の 観点か ら考え る。こ の 際，
一

部 の 経験 豊 富な コ ン サル テ ィ ン グ会社 の 技術者，ま た

は限 られた学識経験者以 外で は，岩石 ・鉱物学的解釈 を誤
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　　　　　　　表
一3　 日本 の 網R年表

1982 阪神地 区で の 損傷事例 の 発 見（ASR に よる コ ン ク リー

　　 ト構 造 物 の 劣 化 が本 格的 に問 題化 ）

1983〜1985建設省総合技術開発プ ロ ジェ ク ト 「コ ン ク リ
ー

　　 トの 耐久性向上技術 の 開発」

1986建設 省通 達 「ア ル カ リ骨 材反 応暫定対 策に つ い て」通

　　 達，JISA5308 「レデ
ー

ミク ス トコ ン ク リ
ー

ト」 （当時）

　　 の ASR 対策

1989建般省通達「ア ル カ リ骨材反応抑制対策に つ い て 」（建

　　 設省技術靤 團

2000，2001ASR 抑制対策が機能 しなか っ た事例の 最初の 報

　　 告

2001 福島県 で の ASR 疑激 「無害」 判定の 骨 材 と同 じヤー

　　 ドか らの 抜取り骨材 の 再評価が 「無害で ない 」 と判定

　　 され た）

2002国土交通省 「ア ル カ リ骨材反応抑制対策につ い て 」 を

　　改訂 （ア ル カ リ総量規制，混和材使用、無害骨材の 順 に）

2003〜2004 国 土交 通 省が 全国 の 直轄国道 及 び 高速道路等

　　 の 橋梁で ASR に起因 する損傷につ い て調査

2004 福島県 で骨材 の 反 応性の 判定 結果 の ねつ 造事 件

る可能性 が あ り，関連機関の 密接な連携も重要 で ある。

4．網R 抑鮒対策 に つ い て の検肘（船 1−2）

4．1　 網R 抑制 対 策の 経緯

　わ が 国で の ASR 抑制対策の 経緯 を表一3に 示 す 。 わ が

国で ASR に よ るコ ン ク リ
ート構造物の 劣化が 本格的に

問題 となっ た の は，1982年頃の 阪神地区 で の 損傷事例 の

発見が きっ か けで ある と言われ て い る。この 時期 に は，

東北 日本海側などで塩害 に よる コ ン ク リート橋 の 劣化 も

顕在化 し，い わ ゆる 「コ ン ク リ
ー

トク ライ シ ス J と して

マ ス コ ミにも大々 的に取 り上げられ るこ ととな っ た。

　阪神地区で の 損傷事例 の 発見の 後，日 本各 地 で それ ら

しき事例が発見され，多 くの 研究機関等で，損傷 の 原因

か ら骨 材 の 実態，劣化 メ カ ニ ズ ム ，劣化 予 防方法，補修

方法等 につ い て 広範な研 究 が行われ た 。 特に 昭 和 58〜60

年度に 行われ た 建設省総合技術開発 プ ロ ジ ェ ク ト 「コ ン

ク リートの 耐 久性 向 上 技術の 開発 」 は 官学民を巻き込 ん

だ 大プ ロ ジ ェ ク トで あ っ た 。 それ に 並行 して 開催され た

建設省の 「コ ン ク リート構造物 の 耐久性向上 技術検討委

員会j で は ， 諸 外 国の 対策や わ が 国で の 最新の 関連す る

研究成果を検討 した 。 こ の 成果が，昭和 61年 の 建設省 の

「ア ル カ リ骨材反応 暫定対策 に つ い て 」 通達や JIS　A

5308 「レデーミク ス トコ ン ク リート」 （当時） の ASR 対

策の 原型 となっ た 。 この 通達は，そ の 名称 が 示 す よ うに ，

あ くま で も暫定対策 で あ っ た。

　 この ため 3年後の 平成 元 年 に は，この 通達は最新の 研

究成果 を取 り込 ん で改 訂 され た 。 通達の 名称 ，
「ア ル カ リ

骨材反応抑制対策につ い て 亅 （建設省技術調査室）が示す

よ うに，そ こ に示 された対策は 「抑制 で あり 「防止亅

とは なっ て い な い
。 合理的 ・経済的に ， か っ 完全に ASR

を 「防止 」 するこ とは 困難 で あ る との 判断 が あっ た。こ

の 事実は，現在も変わっ て い ない 。

　 平成元 年 の 通達および JISA5308 の 附属書の ASR 対策

は ， そ の 後継続 して効力を発揮し た が ，
2001年 に福島県

で，「無害」 と判定され た 骨材 と同 じヤ
ードか ら抜取 り調

査 され た 骨 材 が 「無害 で な い 」 と判 定 され る とい う事例

も発生 し ， ま た ， 2004年 に は 同 じ福島県で骨材の ア ル カ

リ反応性に関するデ
ータ の 改ざんが 発覚 した。こ の よう

な事例 の 原因 は ， 骨材が 天然材料で あ り ， サン プ リン グ

の度に判定結果が 変わ りえ る可 能性 が十分に あ る こ と も

一
因で は あ るが，福島県の 事例に 限 られ た こ とで は ない

こ と も明 らか に な っ て き た 。 こ の 事実を重 く見 た 国土交

通省 は，2001年 に 「コ ン ク リー
ト中の 塩分総量規制及 び

アル カ リ骨材反応抑制対策 に関す る懇談会jを立ち上げ ，

通達の ASR 抑制対策を よ り効果的か つ 確実な もの に す

る た め の 方 向性 を検討 した。

　 もともと，昭和 61 年と平成元 年 の 通達 で は，少なくと

も土木分 野 で は，（1）試験 に よ り無害と判定され た骨材 の

使用，（2）低 ア ル カ リ型セ メ ン トの 使用 ，（3）ASR 抑制効

果の ある混和材 の 使用あ るい は 混合セ メ ン トの 使用，（4）

コ ン ク リ
ー

ト中 の ア ル カ リ総 量 の 抑 制 （3  加
3
以 下 ），

の 4 つ の 抑制手法は横並 び で優先順位 が 付け られ て い た

わ けで はなか っ た。しか し，一
部 に は 「無害」 の 骨材 で

な ければ使用 して は い けない との 間違 っ た認識もされ る

よ うに なっ て い た 。 この ため ， 骨材製造者 と して は何が

何 で も 「無害」 とい うラベ ル を貼 りた い とい う方向へ 向

か っ たようで ある。

　2001 年時点 で は既に，低ア ル カ リ型 セ メ ン トの 製造は

事 実上 皆無 で，普通 ボ ル トラ ン ドセ メ ン トの ア ル カ リ含

有量は か な り低下 して，低ア ル カ リ形に相 当する レベ ル

とな っ てい た 。 こ の た め，ご く普 通 に使 用 され る配 合の

範 囲 で は ， 容 易 に コ ン ク リー ト中 の ア ル カ リ総 量 を

3kgim， 以下 に抑制 す る こ とが 可能 と な っ て い た。ま た，

土木分野 で は 高炉セ メ ン トの 使用量が増えて い た。こ の

ような状況を考慮 し，国土交通省は 2002年に 「ア ル カ リ

骨材反応抑制対策 に つ い て 」 を改訂 し，ASR 抑制対策 を

見直 し ， （1）コ ン ク リー ト中 の ア ル カ リ 総 量 の 抑 制

（3kglm3以下），（2）ASR 抑制効果の あ る混和材の使用あ

る い は 混合 セ メ ン トの 使用，（3）試験 に より無害と判定さ

れ た骨材の 使用 ， と した 。 なお，土 木分野 で は優先順位

も示 し，（1×2×3）の 順 と して い る。

4．2A 駅 抑制対繁 の効果の 検証

　ASR 抑制対 策 の 効果に つ い て多数 の 構造物を調 査 し

た 事例 と して は，2003 年〜2004 年に 国土交通省 が 全 国の

直轄国道及び高速道路等の 橋梁 で ASR に起因す る損傷

に つ い て調査 した もの が あ る
S）

。 こ の 調査 の 結果，国土

交通省の 直轄橋梁に は，ア ル カ リ骨材反応が 生 じて い る

と見 られ る橋梁が約 2％あ っ た。 しか し，1987年 の 以 降
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に 竣 工 し た 橋梁 で は 劣化 事例が ほ とん どな く，ASR 抑制

対策 の 効果が現れ て い る もの と考え られ る 。

　橋梁以外 の コ ン ク リ
ー

ト構造物に っ い て も調査 した結

果として は ， 旧 建設省 ， 旧運輸省， 農林水産省が共同で

設置 した 「土木 コ ン ク リ
ー

ト構造物耐久性検討委員会」

に よ る コ ン ク リート構造 物 の 実態調 査 結果が あ る 。 この

調査で は ， 竣工 年代や 地域 ご とに ラ ン ダ ム に 選定され た

2099 件 （旧建設省分）の 構造物 〔橋梁，擁壁，カ ル バ ー

ト，河川 構造物，トン ネ ル ） に つ い て 日視に よ る調 査 な

どが行われ たが，抑制対策の 適用以後は，ASR に よ ると

見 られ る損傷が 生 じた 構造物 は なか っ た O
。

　
一

方，抑制対策以 降に 建設された構造物 で ASR が生 じ

た 事例 も少 数 で あ るが 報告 され て い る。例 え ば上 田 らは，

平成 7 年 に竣 工 した橋梁に おい て ，竣工 か ら 2 年後に

ASR に よる変状が見つ かっ た こ と，一
方，こ の 橋梁に用

い られ た コ ン ク リートの 配合報告書を確認 した と こ ろ，

モ ル タ ル バ ー
法で の 試験の 結果 「無害 」 と判定され た 骨

材 が用 い られ て い た こ と，同
一

産地の 骨 材 で 化 学法に よ

る試験を行 っ た結果で も 「無害」 と判定され た こ とな ど

を報告 して い る n。

　ま た，海 外 の 事 例 で あ るが，Katayama は、極 め て 反応

性 の 高い ガ ラス 質 の 流紋岩が含まれるコ ン クリ
ー

トで，
コ ン ク リー ト中 の ア ル カ リ量 が Na20 当 量 で 2．6〜

3．lkglmiと比較的 少 ない に もか か わ らず ，
　ASR に よ る膨

張が 生 じて い る事例 が あ っ た こ とを報告 して い る
OP。

　 こ れ らを考え合 わせ る と，1996年 に 定め られ た 対 策 を

適切に実施す る こ とに より，
コ ン ク リート構造物 の ASR

に よ る劣化 を，ほ とん どの 場合で 防ぐこ とが で きると考

えられ る。しか し，100％防げる もの で は ない こ と を忘れ

て はな らな い。

4．3　骨材 の A諏 反 応 性試験 の 検討

　各委員か らの 報告 に よ り，例 え ば，次の よ うな課題が

あ る こ とが 指摘され た。

　ア ル カ リ総量が 多い 場合 に長期的な膨張 を 示 す こ とが

ある 隠微晶質石 英な どの 有害性 は，化学法 や ∬S モ ル タ

ル バ ー
法で 検出す る こ とが 困難 との 指摘 が あっ た。

　石灰 石 （炭酸塩岩）で は造岩鉱物 で あ る 方解石 ， ドロ

マ イ トな どの 炭酸塩鉱物 が アル カ リ溶液中で 化合物を生

成 しア ル カ リが消費されるため ， Rc が大きく評価され ，

正 しい 判定が 得られ ない が ，石 灰 石 骨材の 評 価 に化 学 法

が 用 い られ て い る場合も散見す る と の 指撕 が あ っ た。

　 オ パ ー
ル など極めて 反応性の 高い 鉱物は，骨材中に 占

め る割合が少 量で も ASR の 原 因 にな り うる が，サ ン プ リ

ン グに よっ て は検出され ない おそれが あり，こ うした鉱

物 の 有害性 を従来の 骨材試験で 評価す る こ とは容易で は

な い との 指摘が あ っ た 。

4．4　A訳 抑制対策の課題

　 検 討 の 結果 ，わ が 国 の ASR 抑 制 対 策 の 今 後 の 課 題 と し

て は，例 え ば 以下の 項目が 挙げ られる。

（1）総量規制の 規制値

　Na20 当量で 3kg／rn3以下に規制して もASR が 生 じる可

能性が指摘され て おり，その 理由と して は，極めて反応

性 の 高 い 鉱物に は 3k9〆m3 以下に 規制 した コ ン ク リ
ート

中で も反応するこ と，骨材からの ア ル カリの 溶出に より

局 所 的に 高 アル カ リ環 境 が 形成 され るお そ れ が あ る こ と，

海 水 や 融氷剤中の ナ トリ ウム イ オ ン が コ ン ク リートに 侵

入 す るおそれが ある こ と，などが 挙げられ た。

（2） 混 和材．混合セ メ ン トの使用

　 フ ライ ア ッ シ ュ を用 い た 抑制 対策に つ い て は，海外基

準で は フ ラ イア ッ シ ュ の 成分などを 考慮 し て セ メ ン ト置

換率を規定 して い る場合がある。混 和 材 の 品質 が変化 す

る こ と も想定 した 規制方法が必 要 か，検討の 余地が あ る。

（3）骨材試験に よる方法

　骨材試験方法には種々 の 提案があ るが，前節 に 示 した

よ うに 限 界 もあ るの で 注 意 が必 要 で あ る 。 ま た，骨材 は

天然の もの なの で，採取する間 に品質が 変化する こ とは

避 け られない。こ の よ うな点をふ ま え る と，骨 材試験 の

み で ASR を完全 に防止 す る こ とは 困 難で あ り， 合理 的な

活用方法が 求め られ てい る。

5．A鈬 劣化構造物の 実態とその 対簾 （WG2）

5．1 弼R 劣化構造物実態調査 の 現状およ び将来へ の譟題

　これ ま で ， 各種 ASR 劣化構造物 の 実態調査 が な され，

ASR が どの 地域で多発 し，どの 程度の 頻度 で 生 じてい る

の か は ある程度 は 明らか に な っ て きて い る。しか し，ASR

が 生 じた構 造物 の発 生原因に つ い て は，明確 で な い 場合

が圧倒的に多い。な ぜ ならば，多く の 場合 に お い て使用

された 骨材や配合 に 関す る情報が不 明なた め で あ る 。

　WG 　2で は，「必要とされて い る ASR 劣化 構造物実態

調 査 結果 」 を 明確 に す る た め，2 っ の ア ン ケートを本研

究委員会 内で 実施 した。その 結果，骨材情報あるい は 骨

材情報 と劣化状況 の 関係 が 分か れば，新設構造物だけで

な く ， 既設構造物 の 維 持管理 に も有効 で あ る との 意見が

多数集ま っ た 。 ま た，現状 で は ASR 劣化が 顕著 に現れで

い る と認識され て い る構造物は，ASR 抑制対 策以 前 に 建

造され た もの が ほ と ん どであるた め，ASR 抑制対策以降

に建造され た 構造物 の 実態を把握すべ きで ある，とい う

意見も得られた
。

　本報 告書で は，上記 ア ン ケートの 結果を受け，ASR 劣

化実 態調 査結果に 関 して ，骨材情報が 得られ て い る 劣化

実態調査結果につ い て重点的 に触 れ て い る 。 しか しなが

ら，骨材情報が 得 られ て い る実態調 査結果 の 例 は 少な く，

また，骨材情報が得 られて い る もの は ASR の 劣化が著し

く進行 して い る もの に偏る傾向が 見 られ た。危険を過度
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に煽 らな い た め に は，ASR の 劣化 が 著 し い 場合の 情報 だ

けで なく，劣化の 進行が穏や か な場合や ASR が 生 じてい

な い 場合の 調査 結果も必要で あ る 。

　 構造物 に おい て使用 された 骨材情報 を 得る に は，コ ア

を採取し，骨材を観察 して 骨材種類を判定する こ とが 最

も確実である。 しか し，コ ア の 採取 ・骨材種類 の 判定に

は 費用 がか か る 。 本報告書で は，コ ア の 採lk　・骨材判定

に か か る費用 を低 減 させ る こ と を 目的 と した，小 径 コ ア

採取に よ る調査 の 有効性につ い ても検討を行 っ た。

5．2ASR 劣化構造物の 維持管理の 現 状と課題

　ASR 劣化構造物 の 維持管理 の た め の 技術的な指針類

が，近 年 各団 体か ら提案され て き て い る。コ ン ク リート

構造物 に お ける ASR の 実態を調 査 す る た めの 手 法 と し

て は，古くは 1986年 に ， 当時の 建設 省総合技術開発 プ ロ

ジェ ク ト 「コ ン ク リートの 耐久性向上技術の 開発 」 に お

い て とりまとめ られ て い る。こ の プ ロ ジ ェ ク トで各種実

態調査手法が提案され て から約 20年が経過 し，そ の 間に

ASR に関する 多 くの 知見 も蓄積 され て き た 。 こ こ で は，

近年 と りま とめ られ つ つ あ る各種維持管理 に 関する指針

類を参考に ，現状 を整理 し，今後，より適切な維持管理

を実践 して い く上で の 課題 にっ い て と りま と めた e

　上述 した各種維持管理 に関す る指針類の と りま とめ を

行 っ た 結 果，ASR 劣化構造物に 対する維持管理方 法に お

い て ，評価・判定 に 関す る記述は 必ず し も同 じで は ない
。

こ の 理由として は，以下 の ようなこ と等が考えられ る 。

（り使用 され て い る骨材種類 は地域に よ っ て 大き く異な る 。

（li）維持管理 対 象 となる構 造物 の 種 類 と数 ， そ れ らに 求 め

られ て い る性能 は，構造物 の 管理 に あ た る 団体に よっ て

大きく異な る 。

〔丗 ）維持管理を実施す る体制 （技術者の 数，予 算上の 制 約

等）は，管理 す る団 体 に よっ て 大 き く異な る 。

　す な わ ち，維持管理 に関する指針類 を作成するに 当た

っ て は，地域の 事情や構造物の 管理 に あた る 団体 の 特徴

を踏 ま え，個 々 の 状況 に 適 した 技術指針類を整備す る こ

とが重要 で ある 。

6．コ ンク リートに閨運 した ASR裸題   3）

6．1ASR に 闘運 した コ ン ク リ
ー

トの 請問題

　ASR にお い て は，骨材の 試験方法 お よ び岩 石 ・鉱物学

的評価 以 外 に も コ ン ク リート構造物の 施工、維持管理 に

関 連 し た多 くの 課題 が残 されて い る 。 昨今 の 研究の 蓄積

に もか か わ らず，ASR メ カ ニ ズ ム の 複雑 さや 骨材 の 多様

性 が そ の 要 因 で あ る と考 え られ る。 WG3 で 取 り組 ん だ 内

容は ， 以下 の も の で あ るe 特殊骨材や人 工 軽量骨材など

に ASR 発生 に 関するもの，実構造物に おける各種環境作

用 お よ び 複合劣化現象 に 関 す る もの
， さ らに は ， 維 持管

理対策実施 に 関連 した ASR 劣化 コ ン ク リートの 力学性

状， 劣化予 測お よ び奄気防食と ASR の 関係 に 関す る もの

な どで あ る。以下 に WG3 で の 検討概要を述べ る。

6．2 特殊骨材および人 工 軽量骨材

　（1）特殊骨材の ア ル カ リシ リカ 反応

　 循環型社会 へ の 移行お よび 骨材 枯渇 の 観点か ら，再 生

骨材，ス ラグ骨材およびガラス 破砕骨材などの 特殊骨材

の 利用 が進 め られて い る。こ れらの 骨材 に 対す る ASR に

関す る 規程や最新研究 に つ い て 取 り ま と め を行 っ た 。

　 再生骨材 に つ い て は，ASR 劣化構造物か ら採取した 骨

材 を現 行 の JIS 規 格 に基 づ き，再 生 骨材 と して製造 した

もの につ い て の 検討や，化学法における付着モ ル タル の

影響 に 関する検討などにつ い て報告 した。ガラス 破砕骨

材 につ い て は ， 各種の 既往研究を レ ヴュ
ー

し，それ らの

使用時 での フ ラ イ ア ッ シ ュ や高炉 ス ラグなどの 鉱物混和

材 に よ る抑制対策の 有効性 を指摘 した。

　（2）人 工軽量骨材 の ア ル カ リシ リカ 反 応

　 人工 軽量骨材を使用 した コ ン ク リ
ー

トに 関 して は，最

近 ま で，ASR に よ る劣化事例は報告 されて い な か っ た。

そ の た め，人 工 軽量骨材を用 い た コ ン ク リートで は，ASR

は生 じな い もの と考 え られ て きた 。 しか し，軽 量 骨材に

お い て ASR 発生 に関する最新 の 報告がある ため，人 工 軽

量骨材 中の ゲル の 膨張圧緩和や軽量骨材内部 の 気孔が与

える影響 ， 被害事例 ， 反応性試験方法さらに は人 工 軽量

骨材にお け る ASR 抑制 を 目的と した 人工 軽量骨材 の 改

質方 法 な どの 研 究 ・報告 に つ い て 懿理 した。

（3）長期アル カ リ環壇下 における骨材 の償勘

　 放射性廃棄物施設等，長期 に わた る使用を前提 とする

場合 に つ い て，骨材 の ア ル カ リ環 境 下 にお け る長 期 安定

性 の 問題 が検討 され て い る。 ASR 以外の もの も含めて長

期ア ル カ リ環境下 に 関す る骨材挙動に 関 して ，長 期 間 の

ASR 評価，骨材中の 鉱物 の 変質な ど の 研究 ・報告 につ い

て整理を行 っ た。

6．3 各種環 境作用 お よ び複合劣化 現象

　 （1）使用
・
瑜境条件が 与 え る影響

　骨材の 多様性 とともに，使用 ・環境条件が ASR に 与え

る影響は 大 きい と され る 。 環境条件 が 与 え る影響 に つ い

て は，温度，湿度，日射お よび水掛か りなどに着 目 し，

これ らに 関 す る既 往 の 研 究 を整 理 した。さ ら に，外部 か

らの アル カ リ供給に つ い て は，凍結防止 剤，海洋環境 下

に おける海水の 影響 に着 目し，整 理 を実施 した 。 海洋 環

境に お い て は ， 実構造物 にお ける飛沫帯や干満帯での 劣

化 事例，塩化物 イ オ ン の 影響 に 関する実験的研究，さら

に は複合劣化 に つ い て も範囲 を広げ， 整理 を行っ た 。

　 （2）凍書との 複合劣化

　凍害 と の 複合劣化に つ い て は， ASR お よ び 凍害を促

進す る要因 にお い で，温度条件の 影響 につ い て着 目し，

実環境 に おい て は 促進される季節が異なる こ とか ら， そ
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れ そ れ の 劣化が異なる時季 に進む こ とを既往の 研究と関

連づ けなが ら整理を行 っ た。ま た，各劣化機構に お い て

生 じ る劣化形態 （ひ び割れ，ポ ッ プ ア ウト，ス ケ
ー

リン

グ）に着 目 し，各 劣化 に よっ て 生 じた 変状 （ひ び割 れ 等）

が，複合劣化 へ 与える影響 の 可 能性 に つ い て 既往の 研究

と関連づ け な が ら整 理 を行 っ た 。 さ らに，近 年，実施 さ

れ た 凍害と ASR に よ り劣化 した構造物で の 調査事例 に

つ い て も取 りま と め て い る。

（3）エ トリ ン ガイ ト遅延生成〔D［の と 燃

　 こ の 劣化は，硬化後数年間を経た コ ン ク リ
ー

ト内部組

織全 体 に生 じる膨 張 に よる 劣化 現 象で あ り，ひ び割れ の

大部分 に多量 の エ トリン ガ イ トが 2次 生成す る こ とか ら，

DEF （Delayed　Et  gite　Fom 曲 n，エ トリン ガイ ト遅延

生 成） と呼ばれ る 。 ASR に よ っ て 生 じたひ び 割れ中に も

観察されるこ とが あるが，ASR と DEF との 関連性 は 明

らか に は され て い ない
。 そ こ で ，既往の 研究 の 整 理 を行

うと と もに ， 岩 手 大学に お い て 行われた DEF とASR に

関す る
一連の 実験的検討 を紹介 し，得 られ た結果 に基づ

く，両者の メ カ ニ ズ ム ，発 生条件，D】弭 と ASR の 共通

点や相違点 と知見を取 りまとめた。

6．4 維持管理 対繁実施に 闘連 した 燃 課 題

　 （1）劣化 コ ン クリ
ートの 力掌的性状

　ASR 劣化 コ ン ク リ
ート構造物の 補修・補強な どの 対 策

実施 にお い て は，劣化 コ ン ク リートの 力学的性状を適切

に反 映 させ た 対 策設 計が必 要で ある。ASR 劣化 コ ン ク リ

ートの 力学 的性 状 （圧 縮強度，静弾 性係数 お よ び 変形特

性） に着 目し，膨張量とそれ らの 関係，拘束が 与 える 影

響 に関す る既往 の 研究を整理 した。

　 （2）劣化予測

　劣化構造物 の 維持 管理 に おい て劣化予測 は き わ め て

重 要 で あ る 。 ASR に お い て は，反 応 が きわめて 複雑で あ

り，それらの 劣化モ デル が十分に確立 して い ない の が現

状 で あ る もの の ，い くつ かの 劣化予 測 モ デル が 提 案され

て い る。調 査 結果に 基 づ く手 法 や 解析 に 基 づ く手 法，残

存膨張率の 測定に 基づ く手法など提案されて い る劣化予

測 の 考え 方 に つ い て 整理 した 。

　 （3）電気防食との 関係

　電気防食工 法 は塩害が劣化 した構造物の 補修工 法の
一

っ で ある。ASR を生 じた 構造物に おい て 塩害に よ る劣化

を同 時 に受 けて い る構造物も使用 ・環境条件に よ っ て は

存在 す る。電気 防食 が 与 え る影 響 に つ い て は，コ ン ク リ

ー
ト中の 電気伝導現象 の メ カ ニ ズ ム ，それ に伴 うイ オ ン

の 集 積，さ らに は，電 気 防食に よ る通 電が ASR 膨張 に 与

える影響に つ い て 既往 の 研究に基づ き整理 を行 っ た 。

7一　あ とがき

　本研究委員会 の 活動は本年 3 月をもっ て終了 し，そ の

成果をと りま と め た報告書の 出版に 向けて鋭意作業を実

施 して い る 。 本報告書に おい て は，岩石 学的評 価 の 活 用

方 法 ， 現状の 骨材 の 反 応性試験法 の 見直 しなど，ASR の

材料的な側面を切 り 口 と した現状の 課 題お よび今後の あ

り方に つ い て の 考え 方を提示 す る予 定 に して い る。また，

出 版書の 出版 に 合 わせ て ，下記 の 要領 で 講習会を開催 し，

それ らの 成果 の 公 表 を行 う予 定で あ る e

「合理的なアル カ リ骨材反応抑制対箕と維持管

理 に 対する提言に 関する講習会」

開催 日　2008年 9 月 5 日 （金）

開催場所　東京大学農学部弥生騰堂

内容 ：  基譎講演   委員会報告

　 本 研 究委 員 会 で は，ASR に関す る現状の 課題に つ い て

材料科学的な観点 か ら各種 の 検討 を行 い ， こ れ ま で の

ASR に 対 す る取組 みや現状の 問題点 を整理 し，今後の 解

決策につ い て提 言 す るな ど し，こ の 十数年間 の 研究の 進

歩を踏ま え，今後，ASR 問題 に取り組む 際の有用な情報

の 整理を行 うこ とが で きた。一方，未解決の 問題 も残 さ

れ てお り ， ASR の 近年の 研究などの 取組み が一
時的なも

の で は な く，継続的 に 取 り組 まれ る こ と を望み，結 び と

い た します。

　最後 に，本研究委員会の 活動の 機会を与え て い た だ き，

ご支援を 賜 っ た JCIならび JCI研究委員会 に 心 よ り感謝

い た しま す 。
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